平成　　年　　月　　日

　中部運輸局長　殿
住　　　　所
氏　　　　名
相続人氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号
一般貨物自動車運送事業の相続による継続認可申請書
　この度、一般貨物自動車運送事業の経営者が死亡しましたので、相続により当該事業を継続営業したいため、貨物自動車運送事業法第３１条並びに同法施行規則第１９条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記

１．氏名及び住所並びに被相続人との続柄

    　  氏　　　　名

住　　　　所

続　　　　柄

２．被相続人の氏名及び住所

氏　　　　名

住　　　　所

３．相続の開始の日

      平成　　年　　月　　日

添　付　書　類
１．申請者と被相続人との続柄を証する書類（戸籍謄本）
２．申請者が現に一般貨物自動車運送事業を経営していない場合にあっては、次に掲げる書類

  　①　申請人の資産目録（財産に関する調書）

　　②　申請人の履歴書

３．法第５条（欠格事由）各号のいずれにも該当しない旨を証する書類

　　　及び、道路運送法又は貨物自動車運送事業法違反（申請日前より３ヶ月（悪質な場合は６ヶ月））により、自動車その他の輸送施設の使用停止以上の処分又は使用制限の処分を受けた者でない旨を証する書類（宣誓書）

４．申請者以外の相続人の氏名及び住所を記載した書面

５．申請者以外に相続人がある場合にあっては、当該一般貨物自動車運送事業を申請者が継続
して経営することに対する当該申請者以外の相続人の同意書
６．事業用自動車の運行管理体制を記載した書類

（運行管理者資格者証、整備管理者資格者証の写しを添付）

７．事業の用に供する施設の概要及び付近の状況を記載した書類

イ　事業施設概要及び付近の状況を記載した書類　・・・・・・・・・・・・・・・・※

ロ　施設付近の見取り図、平面（求積）図並びに現況写真　・・・・・・・・・・・・※

ハ　都市計画法等関係法令に抵触しないことの書面（宣誓書）

ニ　施設の使用権原を証する書面

・自己所有・・・不動産登記簿謄本、固定資産評価証明等

・借入・・・賃貸借契約書（写）

ホ　車庫前面道路の道路幅員証明書又は幅員が車両制限令に抵触しない旨の証明書・・※

（前面道路が国道の場合は不要）

ヘ　計画する事業用自動車の使用権原を証する書面及び車両諸元明細表　

・車両購入・・・売買契約書（写）又は売渡承諾書（写）等

・リース・・・自動車リース契約書（写）

・自己所有・・・自動車検査証（写）

８．利用する事業者との運送に関する契約書の写（利用運送をする場合）

９．利用運送に係る事業の用に供する施設に関する書類

・上記３．ロ～ニに掲げる書類（一般貨物自動車運送事業に使用する施設と併用の場合は不要）

※・・・新たに施設を計画しない場合は不要

（様式例）
財産に関する調書
平成　　年　　月　　日現在
	科　目
	金　　額

	資　産
	現　金
	円　

	
	預貯金
	円　

	
	有価証券
	円　

	
	土地・建物
	円　

	
	その他
	円　

	
	資産合計
	円　

	負　債
	長期借入金
	円　

	
	短期借入金
	円　

	
	その他
	円　

	
	負債合計
	円　

	純資産額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　


上記のとおり相違ありません。
　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

（様式例）
履　歴　書
    現 住 所
　　

　　ふりがな
    氏　　名
    生年月日
学　歴
　　　　　　　　○○年○月  ○●高校卒業
職　歴
　　　　　　　　○○年○月  有限会社△▲　入社
　　　　　　　　○○年○月  有限会社□■　退社
                ○○年○月  ◇◆商店　入社　

                           　事業主として就任      　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
賞　罰
               　な　し
以上

※補足
　　・　職歴については、現在までのものを記載してください。

　　・　退職しているときは、退職年月を記載してください。

（様式例）
申請者以外の相続人の氏名及び住所ならびに当該申請に関する同意書
平成　　年　　月　　日

中部運輸局長　殿
被相続人(　　　　　　)の一般貨物自動車運送事業は、相続人（　　　　　）が相続により事業を継続することとし、当該認可申請を行うことについて、同意します。また、下記以外の法定相続人及び法定相続人以外の相続人は存在しません。
申請者以外の相続人　　住所
　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　
申請者以外の相続人　　住所
　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
申請者以外の相続人　　住所
　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
申請者以外の相続人　　住所
　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　申請者以外の相続人　　住所
　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
申請者以外の相続人　　住所
　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
本件申請者　　　住　所
　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　　　　　　　

事業計画新旧対照表
（１）主たる事務所の名称及び位置
	
	名称
	位置

	相続人（新）
	
	

	被相続人（旧）
	
	


（２）営業所の名称及び位置

	
	名称
	位置

	相続人（新）
	営業所
	

	
	営業所
	

	
	営業所
	

	被相続人（旧）
	営業所
	

	
	営業所
	

	
	営業所
	


（３）自動車車庫の位置及び収容能力

	
	営業所名
	位置
	収容能力（㎡）

	相続人（新）
	営業所
	
	㎡

	
	営業所
	
	㎡

	
	営業所
	
	㎡

	被相続人（旧）
	営業所
	
	㎡

	
	営業所
	
	㎡

	
	営業所
	
	㎡


（４）休憩睡眠施設の位置及び収容能力
	
	営業所名
	区分
	位置
	収容能力（㎡）

	相続人（新）
	営業所
	休憩室
	
	㎡

	
	
	睡眠室
	
	㎡

	
	営業所
	休憩室
	
	㎡

	
	
	睡眠室
	
	㎡

	
	営業所
	休憩室
	
	㎡

	
	
	睡眠室
	
	㎡

	被相続人（旧）
	営業所
	休憩室
	
	㎡

	
	
	睡眠室
	
	㎡

	
	営業所
	休憩室
	
	㎡

	
	
	睡眠室
	
	㎡

	
	営業所
	休憩室
	
	㎡

	
	
	睡眠室
	
	㎡


（５）各営業所に配置する事業用自動車の種別及び種別ごとの数

	
	営業所名
	普通自動車
	霊きゅう自動車

	
	
	普通
	小型
	けん引
	被けん　
引
	合計
	宮型
	洋型
	バン型
	バス型
	合計

	相続人（新）
	営業所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	営業所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	営業所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	被相続人（旧）
	営業所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	営業所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	営業所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（６）貨物自動車利用運送に係る営業所の名称及び位置
	
	名称
	位置


	相続人（新）
	営業所
	

	
	営業所
	

	
	営業所
	

	被相続人（旧）
	営業所
	

	
	営業所
	

	
	営業所
	


（７）業務の範囲
	相続人（新）
	被相続人（旧）

	　一般事業
	　一般事業


（８）保管施設の概要

	相続人（新）
	名称
	
	所在地
	

	
	主要構造
	面　積
	附　属　設　備

	
	
	　　　　　　　㎡
	

	被相続人（旧）
	名称
	
	所在地
	

	
	主要構造
	面　積
	附　属　設　備

	
	
	　　　　　　　㎡
	


（９）利用する運送を行う実運送事業者の概要
	
	事業者名
	住所
	事業の種類

	相続人（新）
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	被相続人（旧）
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


事業用自動車の運行管理等の体制

１．運行管理等の体制

	
	運行管理者
氏名　　　　　　　　　
	
	補助者(※1)
氏名　　　　　　　　
	
	運転者

	社　長
	
	担当役員等


	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	整備管理者
氏名　　　　　　　　　
	
	補助者(※1)
氏名　　　　　　　　
	

	
	
	
	
	


	担当常勤役員等
	 人
	法令試験受験予定者の氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	運行管理者
	人
	□確保済み（　　　　　　　      　・　　　　　　　　　　）（※２）

・勤務時間（　　　時　　　分　　～　　　時　　　分）　　（※３）

・休　　日（　　　日／月）（※３）

□確保予定（　　　　　　　　　 　 ・　　　　　　　　 　 ）（※２）

　　　　　（平成　　年　　月　　日までに確保予定）

・勤務時間（　　　時　　　分　　～　　　時　　　分）　　（※３）

・休　　日（　　　日／月）（※３）

	運行管理補助者

（※１）
	人
	□確保済み（　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　）（※４）

□確保予定（平成　　年　　月　　日までに確保予定）

	整備管理者
	人
	□確保済み（　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　）（※５）

□確保予定（　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　）（※５）

　　　　　（平成　　年　　月　　日までに確保予定）

	整備管理補助者

（※１）
	人
	□確保済み（　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　）

□確保予定（平成　　年　　月　　日までに確保予定）

	常時選任運転者
	人
	（別紙のとおり）

	その他従業員
	人
	


(※1)補助者を選任するときは記載する。(※2)資格者証番号及び交付年月日を記載する。(※3)運行管理者が２人以上いる場合は統括運行管理者について記載する。(※4)運行管理者資格を取得している場合は(※2)の内容を、取得していない場合は基礎講習修了年月日を記載する。(※5)道路運送車両法施行規則第３１条の４第１号の場合は研修修了年月日を、第２号の場合は合格証書番号及び交付年月日を、第３号の場合はその旨を記載する。

○アルコール検知器の配備計画

　　設置型：　　　　　　　　台、　携行型：　　　　　　　　台

○日常点検計画　　日常点検場所：　　　　　　　　　、日常点検者：　　　　　　　　　
○営業所と車庫間の距離（複数の車庫がある場合は最も遠い車庫について記載する。）

　　　　　　　　 　　　ｋｍ

○車庫が営業所に併設されていない場合の連絡方法及び対面点呼の実施方法

　　連絡方法：　　　　　　　　　

□　点呼実施場所が車庫の場合（※併設されていない場合のみ記入）
	・営業所と車庫間の運行管理者（補助者）の移動手段及び所要時分
　　移動手段：　　　　　　　　　、所要時分：　　　　　　　　分
・車庫における運行管理者（補助者）の駐在時間
　　出庫時（　　　　時から　　　　　時まで）、帰庫時（　　　　時から　　　　　時まで）


□　点呼実施場所が営業所の場合（※併設されていない場合のみ記入）
	・運転者の営業所と車庫間の主な移動手段及び所要時分
　　移動手段：　　　　　　　　　、所要時分：　　　　　　　　分


２．事故防止及び過積載の防止等に対する指導教育（※6）及び事故処理等の体制

○　事故防止に関する指導教育方法及び計画

・ 定期的な研修・講習会等についての計画の有無及び実施予定

　　□　有（実施時期（※７）；　　　　箇月以内）　・　□　無  

・ 特定の運転者（事故惹起、初任、高齢）に対する特別な指導及び適性診断の受診の予定の有無

　　□　有　・　□　該当無し

○　過積載の防止に関する指導教育方法及び計画

・ 定期的な研修・講習会等についての計画の有無及び実施予定

　　□　有　（実施時期（※７）；　　　　箇月以内）　・　□　無

・ 積載量確認方法

　　□　計量器による　・　□　運送依頼票による

○　事故処理連絡体制　
	
	運　転　者
	
	運行管理者(※)
（　　　　　　）
	
	社　長(※)
（　　　　　　）
	


※（　）内に連絡先（電話番号）を記載する。


	警　察　署
	
	運 輸 支 局
	


（※6）貨物自動車運送事業輸送安全規則第10条・「貨物自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導及び監督の指針を定める件」（平成１３年８月２０日　国土交通省告示 第１３６６号）
（※7）実施時期については、新規許可、事業承継認可又は営業所の新設認可等があった日から初回の研修・講習会等を実施するまでの月数を記載。


○　苦情処理体制
　　　苦情処理責任者　　氏名：　　　　　　　　　　、（役職等：　　　　　　　　　　）
　　　苦情処理担当者　　氏名：　　　　　　　　　　、（役職等：　　　　　　　　　　）

○　適用する運送約款
□　①運輸省告示第５７５号（平成２年１１月２２日）による標準貨物自動車運送約款を適用す

る。
□　②運輸省告示第５７７号（平成２年１１月２２日）による標準引越運送約款を適用する。
□　③国土交通省告示第１０４７号（平成１８年８月３１日）による標準霊きゅう運送約款を適

用する。

□　④上記以外の運送約款を設定する。

別紙

○事業計画を遂行するに足りる有資格者の運転者を確保する計画　　確保人員：　　　　　　　　人　　確保予定人員：　　　　　　　　人
・国土交通省告示第１３６５号に適合する勤務割及び乗務割の計画（労使協定の締結予定の有無　□　有・□　無）

	運転者氏名又は

確保予定年月日
	１箇月当り

の拘束時間
	１日当りの拘束時間
	１箇月当り

の乗務日数
	運転時間
	休息期間

	
	
	最大
	平均
	
	２日平均

１日当り
	２週平均

１週当り
	連続運転
	勤務と勤務の間

	
	時間
	時間
	時間
	日
	時間
	時間
	時間
	時間

	
	時間
	時間
	時間
	日
	時間
	時間
	時間
	時間

	
	時間
	時間
	時間
	日
	時間
	時間
	時間
	時間

	
	時間
	時間
	時間
	日
	時間
	時間
	時間
	時間

	
	時間
	時間
	時間
	日
	時間
	時間
	時間
	時間

	
	時間
	時間
	時間
	日
	時間
	時間
	時間
	時間

	
	時間
	時間
	時間
	日
	時間
	時間
	時間
	時間

	
	時間
	時間
	時間
	日
	時間
	時間
	時間
	時間

	
	時間
	時間
	時間
	日
	時間
	時間
	時間
	時間

	
	時間
	時間
	時間
	日
	時間
	時間
	時間
	時間


※　「運転者氏名又は確保予定年月日」欄は、運輸開始までに選任予定の運転者が確保済みの場合は当該者の氏名、確保予定の場合は確保予定年月日を記載する。

※　既に貨物自動車運送事業の許可を取得している場合は、１箇月あたりの拘束時間の長い者上位１０名を記載する。

承　　　諾　　　書

住　　所

申請者名

　　　上記の者が申請中の貨物自動車運送事業が認可になれば、

□　運行管理者（ 専任 ）

□　整備管理者（ 専任 ）　　　　として服務することを承諾します。

　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　（押印又は署名）

	履　歴　書 （ □ 運行管理者  　　　□ 整備管理者 ）　　　平成　　 年　　 月　　 日現在

	ふりがな
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	氏　　名
	　
	　
	
	　年 齢　　　　 歳
	　
	　

	住　　所
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	自年月日
	至年月日
	勤続年数
	勤 務 地 ・ 勤 務 先 名
	職種

	職　　歴
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	　
	

	　
	取得年月日
	 運転免許 ・ 運行管理者 ・ 整備士 ・ その他
	　
	　

	資 格 等
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


※備　考　１．新規許可申請者の場合

　　　　　　　　　運行管理者資格者証の写し及び自動車整備士合格証書の写しを添付すること。２．既存事業者の場合

　　　　　　　　　①　既存事業者で選任済みの場合は、選任届の写しを提出すること。

　　　　　　　　　　（職歴書・承諾書は不要）

　　　　　　　　　②　許可に伴って選任する場合は、１．による。

　　　　　　　３．氏名等を記載し押印することに代えて署名することができます。

　　　　　　　　　ただし、署名は必ず本人が自署してください。

事業施設概要及び付近の状況を記載した書面

	項　　　　　　　目
	内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

	営業所の所在地
	　

	都市計画法の区別
	市街化区域 （ 用途地域 ：　　　　　　　）・　市街化調整区域　・　無指定

	休憩施設の所在地
	　

	都市計画法の区別
	市街化区域 （ 用途地域 ：　　　　　　　）・　市街化調整区域　・　無指定

	睡眠施設の所在地
	　

	都市計画法の区別
	市街化区域 （ 用途地域 ：　　　　　　　）・　市街化調整区域　・　無指定

	自動車車庫の所在地
	　

	都市計画法の区別
	市街化区域 （ 用途地域 ：　　　　　　　）・　市街化調整区域　・　無指定

	営業所又は休憩施設との距離
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎞ （直線距離）

	  前面道路概要

 申請車庫
	道路の種別
	国道　・　県道　・　市道　・　町道　・　村道　・　私道

	
	道路の幅員
	m（実測記入）

	
	舗装の有無
	有　　・　　無

	
	歩道の有無
	有　　・　　無

	
	交通規制の有無
	有（　　　　　　）　　・　　無

	立地概要

申請車庫
	５m以内に
	交差点　・　曲り角　・　急坂
	有　・　無

	
	１０m以内に
	バス停留所　・　横断歩道　・　横断陸橋　・　踏切
	有　・　無

	
	２００m以内に
	幼稚園 ・ 保育園 ・ 学校 ・ 公園 ・ その他これに類するもの
	有　・　無

	
	囲障の有無
	有　　・　　無

	
	車庫出入口（予定箇所）の幅員
	　m　

	
	最寄りの信号交差点から車庫までの距離
	　m

	配置予定車両の明細

（最大のもの）
	長　　　　　さ
	幅
	積　　載　　量

	
	　m　 
	　m　 
	　㎏　


· 都市計画法の区別の欄は、市街化区域・市街化調整区域・無指定のいずれかに○印をつけること。

また、市街化区域の場合は、（　　）内に用途地域を記載すること。
車両制限令による証明願

平成　　　年　　　月　　　日

殿

	（申請人）
	住所
	

	
	氏名又は名称
	

	
	代表者名
	

	
	連絡先
	


別紙略図に示す下記の自動車駐車場の前面道路の幅員に対して、使用する車が車両制限令の規定に抵触しないことを証明願います。

記

１．位置

２．使用する車の諸元

	最大車両全長
	㎝
	
	車両総重量
	㎏

	最大車両幅員
	㎝
	
	最小回転半径
	㎝


（添付資料）位置図、公図、平面図


上記申請については、車両制限令の規定に抵触しないことを証明します。

平成　　　年　　　月　　　日

道路管理者

                                            平成　　年　　月　　日

　　中部運輸局長　殿

宣　　　誓　　　書
　貨物自動車運送事業法第４条第１項第２号に規定する事業計画のうち営業所等について、都市計画法等関係法令には抵触しないことを宣誓いたします。
                            住　　　　所

                            氏        名　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
                                　　                  
※　関係法令に適合しているかどうかについては、所管する官庁に照会のうえ確認して　ください。不適合の場合には、適合するよう措置し、宣誓書を記載してください。
車　両　諸　元　明　細　表

	NO
	種 別
	年 式
	登録番号　又は

車台番号
	車 体 の 形 状
	最大積載量
	車両総重量
	車　長
	車　幅

	
	
	
	
	
	（ ㎏ ）
	（ ㎏ ）
	（ ㎝ ）
	（ ㎝ ）

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


※１．種別欄には、普通・小型・けん引・被けん引・特種等の中から該当するものを記入してください。

※２．登録番号又は車台番号欄には、どちらも不明な場合には型式を記入してください。

※３．車体の形状欄には、平型・バン型・トラクタ・トレーラ・冷凍車等を記入してください。
《個人用》

                                          平成　　年　　月　　日

　　中部運輸局長　殿

宣　　　誓　　　書
　私は、「貨物自動車運送事業法第５条」に規定する欠格事由に該当しないことを宣誓します。

　また、貨物自動車運送事業法及び道路運送法違反により、申請日前３ヶ月（悪質な違反について６ヶ月）に自動車その他輸送施設の使用停止以上の処分及び使用制限（禁止）の処分を受けておりません。

　なお、この宣誓が事実と相違した場合は、いかなる処分を受けても異議申し立ていたしません。

                            住　　　　所　
                            氏　　　　名                       eq \o\ac(○,印)
